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道徳的危険と医療保険

高橋誠一

1.序 論

民間保険を扱うとき， しばしば問題となるも

のに道徳的危険の問題がある。道徳的危険の問

題とは，保険会社が個人の危険に対する予防行

動を観察できないか，あるいは観察するために

非常に大きなコストがかかるとき，保険契約に

個人の予防行動を反映することができないの

で，契約後，保険加入者が予防を怠り，病気に

なる確率が高くなったり，医療費が大きくなっ

たりする現象である。社会に公的保険と民間保

険の二つの医療保険があるとき，保険加入者の

予防活動を民間保険会社が観察できるかどうか

は，最適な民間保険契約に影響を与えるだけで

なく，最適な公的医療保険にも影響を与えるこ

とは充分に予想される。

本論文では，保険加入者の予防活動として，

病気にならないようにするための予防(第一次

予防)と，病気になっても死亡しないようにす

るための予防(第二次予防)の二つを考え， こ

れらに対する観察可能性 (observability) が

最適な民間医療保険の契約にどの様な影響を与

えるかを考察する。次に， この民間保険の観察

可能性が公的医療保険の最適な給付率にどのよ

うな結果をもたらすかを公平性と効率性の両方

の観点から考察する。

本稿では，民間保険会社が医療費に対して定

率給付(その給付率を共同保険率という)を行

い，そして病状に依存して定額給付を行うと

き，第二次予防の観察可能性に関係なく第一次

予防が観察できるかどうかということと，定額

給付が行われるかどうかということに依存し

て，最適な共同保険率の符号が決まることをみ

る。 これと同様な考察は Gravelle(1986)で

行われているが，そこでは第一次予防のみを扱

っており，そして二つの病状しかない場合を前

提にしているので定額給付は一種類しかなし、。

本論文では予防活動が二つあることと，三つの

病状(健康，病気，死亡)を前提にすることに

より定額給付を二種類にすることによって若干

の一般化を試みている。

公的保険当局は医療費に対する定率給付と，

第二次予防に対する定率給付を行うことができ

るとすると，公的保険の医療費に対する給付率

は民間保険会社の第一次予防と第二次予防の観

察可能性に依存することが示される。両方の予

防が民間保険会社に観察可能なとき，すでに民

間保険によって効率性が達成されているので，

公的保険の給付率はゼロとなるのが望ましい。

しかし，少なくとも一つの予防活動が民間の保

険会社にとって観察不可能であるとき，その観

察不可能性によって生じる非効率性を改善する

ために，最適な公的保険の給付率は正の値をと

る。 Gravelle(1986)とArnotand Stiglitz 

(1986)では，第一次予防財が道徳的危険を生

じているとき，すなわち観察不可能なとき，第

一次予防財と医療が代替的である場合，第一次

予防財に補助することが効率性の観点から望ま

しいことが示されたが， ここでは，観察可能性

が民間保険会社の最適給付率に影響を与えなし、

第二次予防(医療と代替的である)に対する正

の給付(補助)が望ましいことを示す。 これ
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は，第一次予防財が観察不可能であるために民

間保険の加入者が過剰な医療を需要することに

よる非効率性を，公的保険当局が第二次予防に

補助を与えることによって，改善できることを

意味している。

さらに， Gravelle (1986) と Arnotand 

Stigli tz (1986) は効率性の観点からのみ考察

しているが，本論文では公平性の観点から，効

率性だけを基準にした場合に較べて公的保険の

給付率はさらに大きな値になるべきことが示さ

れる。

第二節で，モデルを説明し，第三節で，道徳

的危険と最適民間保険の関係を考察する。続く

第四節で，最適な公的保険の性質をみる。

2. モデル

本論文では，特定の一期間(例えば一年間)

を考察の対象とする。そして，個人が病気にな

るかどうかは期初に決まり，期末に病気から快

復するかあるいは死亡するものとする。個人は

π。の確率で穣患し， 1ーがの確率で健康である

とする。さらに， 個人が擢患したとき， π1の

確率で快復し 1ーがの確率で死亡するものと

する。従って，個人は(1)当該期間中健康であり

続ける (1-π0)，(2)期初に病気になったが期末

に快復する (π0π1)， (3)期初に病気になって期

末に死亡する〔π0(1ーπ1)]の 3つの可能な状態

に直面している。

個人の効用関数 U(y) は集計財の消費量 y

のみに依存し， U'(y) >0， Uぺy)くOとする。
このとき，当該個人の期待効用関数は次のよう

になる。

V=口一π。(α，X)]UO(yO) 
十日(α，X){π1(α， n) U1(y1) 

+[1ーが(α，n)U2(y2)]} (1) 

ここで， α は個人の健康度を示す指標であ

る。 Z とnは各々第一次予防財と第二次予防

財の需要量を表している。第一次予防財とは第

一次予防のための財，すなわち，病気にならな

いようにするために需要される財である。例え

ば，負の第一次予防財としては煙草が考えられ

る。第一次予防財の需要量 Z の増加は疾病確

率 π0を小さくするとする (πiく0)。

第二次予防財とは，早期発見・治療によって

病死しないようにするための予防である。ここ

では， 第二次予防財 nを当該期間の検診頻度

と考える(そこで以下， 第一次予防財 Z を単

に予防財 Z と呼ぶことにする)。検診の目的は

病気にかかっていても早期発見することによっ

て死亡しないようにすることである。検診頻度

nの増加は病気の回復確率がを大きくすると

考えられるので， π1n>0である。個人が病気
になったとき治療のために医療費 M を支出す

るものとする。この医療費は医師によって医学

的に決定されるが，検診の頻度が増すと早期発

見・早期治療が可能となり医療費が減少する hと

考えられる。 M は nの逓滅的減少関数とする

[M(n) >0， M' (n)く0，M"(n)>O]。
個人は健康であるとき所得 yoを得，病気に

なったとき所得 p を得るものとする。 しか

し y1は yoより大きくないとする (y1孟

YO)。個人はその所得を集計財 y(価格は1に
基準化されているとする。)検診費 θnk (()は

検診の自己負担率，kは一回限りの検診料を表

す。)，予防財 x(その消費者価格を ρとする)

に支出し，また，民間医療保険料 r，公的医療

保険料 Tを支払う。さらに，病気になったと

きには，医療費 C1-s)dMCsは民間医療保険
の共同保険率，dは公的医療保険の自己負担率

である)を支払い，そして，医療費に依存しな

い定額の民間医療保険給付 a C病気になるが快

復するとき)， b C病気になって死亡するとき)

を受け取るものとする。このとき， 健康なと

き，病気になり快復するとき，死亡するときの

所得制約式は各々

YO=yO+T十ρx+()nk+r

Y1=y1+T+ρx+()nk+r 
+ C1-s)dM-a 

Y1=y2+T+ρx+()nk+r 

(2) 

(3) 
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十(l-s)dM-b 仏)

となる。

本論文では，公的保険当局は民間保険会社よ

り個人について多くの情報を持っていないと仮

定する。例えば， 第一次予防財 Z と第二次予

防財 nが民間保険会社に観察不可能であれば，

公的保険会社にとっても同様に観察不可能であ

るとする。今 xとnが民間保険会社に観察

不可能であるとき，保険会社は保険料に両財の

需要量の変化を反映させることができない。こ

のとき，個人の最適な予防行動は，民間保険の

契約条件 (r，s， a， b) と公的保険の政策パ

ラメーター (T，d， ())を所与とし， (2)， (3)， 

μ)式の制約のもとで，期待効用関数(1)が最大と

なるように予防財 Z と検診頻度 nを選択する

ことである。

Max 
X，n 

[1ーが(x)JUO(Y-T-ρx-()nk-r) 

十日(x)πl(n)U1[P-T-ρx-()nk-r 

一(l-s)dM(n)十凶
十日ーが(n)JU2[P-T-ρx-()nkーT

一(1一戸川M(n)十bJ

一階の条件は

V
X
=πZ[π1UJ十CIーπ1)U2-UOJ 
-T(l一π0)UO'+πO[π1UI' 

十(1-π1)U2/J}=0 (5) 

Vn=πO[π~Ul 十 (1 ーπ，DU2J一(1一π0)UO'()k 

ーπo[rr4 UlI + CIーπI)U2つ
(()k-dM') =0 (6) 

となる。 これらより，予防財 Z と検診頻度 n

の需要関数

x=x(r， s， a， b， ()， T， d，α) 

n=n(r， s， a， b， ()， T， d，α) 

を得ることができる。

3. 最適民間医療保険

(7) 

(8) 

本節では，公的医療保険の政策パラメーター

(T， ()， d) を所与として， 最適な民間医療保

険契約条件 (r，s， a， b) を考察する。その

際に，留意する点は保険会社が保険加入者につ

いてどの程度情報を持っているかということで

ある。すなわち， (i)危険確率の異なる個人を

識別できるか， (ii)特定の個人の健康状態を観

察できるか， (iii) 特定の個人の予防行動を観

察できるか，が問題となる。

(i)本論文では，健康状態 α 以外はすべて

等しい個人からなる社会を考察の対象としてい

るので，危険確率の異なる個人を識別できるか

どうかは当該個人の健康状態 α が識別できる

かどうかにかかっている。もし， α を保険会社

が識別できず， α の異なる個人すべてに一律の

保険料を課すならば，危険確率の低い個人が民

間保険市場から退出してしまう逆選択の問題が

起こるであろう。ここでは，この様な逆選択の

問題を避けるために，民間保険会社は個人の健

康状態 α を識別できるものとする。従って，

健康状態の異なる個人には異なる保険契約が結

ばれ，健康状態の同じグループ内で(事前には

全く等しい個人の間で)保険のプーリングが行

われる。保険会社は，競争的かつ危険中立的に

行動し，保険市場への参入退出は自由であると

すると，特定の健康状態のグループに対して，

保険会社の期待利潤はOとなる。

r=πO(α， x){sdM十π1(α，n)α 

十[1ーが(α，n)bJ} (9) 

(ii)民間保険の定額支払い α，bは保険会

社が保険加入者の危険の状態を観察できるとき

払われる。もし保険会社が，保険加入者が病気

になったかどうか観察できないならば，保険加

入者は病気でないときにも病気になったと虚偽

の申告をすることにより定額支払いを受け取る

ことができるからである。我々のモデルで、は，

保険会社が， (1)状態を全く観察できない， (2)病

気になったかどうかは観察できるが，快復した

かどうかは観察できない， (3)快復したか死亡し

たか観察できる，の三つのケースが有り得る。

(1)の場合，保険会社が保険加入者の状態を全く

観察できないため，保険契約に定額支払いは含

められないので， 保険会社は予め α='=b土Oと
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するだろう。つまり (2)の場合，保険会社は快復

の有無が識別されないので α=bとするだろ

う。 (3)の場合，保険会社は完全に状態を観察で

きるので，異なる αと bを設定することがで

きる。

(iii)予防財の需要量 Z と検診頻度 nの両

方が観察できない場合を考えよう。このとき，

保険の契約条件は予防財の需要量と検診頻度に

依存しない。従って，保険契約は保険料r，(状
態の観察可能に応じて)給付額 a，b， それに

給付率戸だけで表される。 このとき，保険契

約 (r，s， a， b) を与件として， 個人は期待

効用を最大にするように予防財 Z と検診頻度

nを選択することになる。そして，最適保険契

約は保険会社の期待利潤(9)の制約の下で個人に

とって最適な xとnを満たすように期待効用

を最大化するベクトル (r，s， a， b)である。

つぎに， 保険会社は個人の予防財 xは観察

できず，検診頻度 nは観察可能としよう。 こ

のとき，保険会社は保険契約のときに検診頻度

nの影響を考慮することができるので，すなわ

ち検診頻度 nを保険契約のときに契約条件に

含めることができるので，保険契約条件はベク

トル (r，s， a， b， n) となる。個人はこの契

約条件を与件として期待効用を最大化する予防

財 Z を選択する。そして， 最適な保険契約

は，保険会社の期待利潤(9)の制約の下で，個人

の最適な予防財 Z を満たすように期待効用を

最大化するベグトル (r，s， a， b， n)であ

る。反対に， 予防財 Z が観察可能で、， 検診頻

度 nが観察不可能である場合には最適保険契

約はベクトル (r，s，α， b， x)から成る。

検診頻度 nと予防財 xがともに観察可能で

あるとき， (r， s， a， b) を与件として n，X 

を個人が最適に選ぶことができず，n， X はと

もに保険契約条件の対象となるので，最適保険

契約はベクトル (r，s， a， b， x， n)で表さ

れる。

以上 (i)~ (ii)で考察された情報の非対称

性を考慮して最適保険問題を定式化すると，最

適な保険契約は(7)，(8)， (9)の制約の下で的を最

大化することになる。この問題のラグランジェ

式を

...[=V+2{r一πO[sdM+π1a十 (1ーが)b]}

+μ[X(r， s， a， b， 8， T， d，α) -x] 

十万[n-n(r，s， a， b， 8， T， d，α)] 帥

とすると，一階の条件は

a...[ 
百五一=Vx-2rr~[ßðM村1a

+ (1一πl)b]-μ=0 (1~ 

a...[ 
3Z=Vn-AVmM'十万=0 w) 

a...[ 
37=V7+A+μXr一例γ=0 帥

a...[ 
_Vas' = Vs-2rrodM+μXs一万ns=O 帥

a...[ 
百戸一=九-2rrOrr1十μXa一万na=O 帥

a...[ 
75=Vb-Aπ0(1ーが)十μ均一平均=0 M 

と制約条件式(7)，(8)， (9)とから成る。

く状態が完全に観察できる場合〉

九十九=Vsに注意して，一階の条件帥，M
より，

Vs-2rro+μ(Xa十Xb)一万(na十nb)=0 

を得る。これに dMを掛けて叫に代入すると

a...[一一一一μ[xs-dM(x.+Xb)] as t-< L~P 

一方[dM(n.+nb)-ns]=O 。ヵ
となるo

Z と nが保険会社に観察可能であるとしよ

う。このとき X とnは個人が保険契約 (r，

s， a， b) を所与として期待効用を最大化して

得られたものではないから，制約条件(7)， (8)は

満たされないので， μ=マ=0となり，任意の F
について制は満たされる。これは，sの限界的

増加が個人の効用に影響しないことを意味して

いるので， 最適な Fは Oと考えられる。一

方，帥，帥， Mより UO'=U1'=U2'=2を得る。
このことは X とnが観察可能で， 状態が完

全に識別できるならば， αと bによって完全

保険に到達できることを示している(正確には
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各状態の効用関数がすべて等しくなければなら

ない)。従って，戸=0で，保険料 Tはが〔πla

十(1一πl)bJとなる。

しかし，状態が完全に識別できるとき X が

観察可能であれば nが観察可能で、なくても，

s=Oかつ完全保険にする a，bが最適保険契
約の解となる。このことを示そう o X が観察可

能なので， μ=0である。帥は

01; _ 
一一一η日M(仇 +nb)-nsJ =0 伸os " 

となる。ここで[ Jの中は，sの検診頻度 n
に対する代替効果を表している。 これは Oで

はないので，同が満たされるためには甲=0で

なければならない。従って， μ=叩=0となり，

先と同様に帥， 同， 帥より UO'= Ul' = U"' = A 

を得る。一方 nが観察不可能なので，個人の

最適検診頻度の条件(4)，すなわち V，，=Oが成

立する。従って，叫より甲=AπosdM'となる。

ゆえに，マ=0が成立するのは s=Oのときで

ある。

xもnも共に観察不可能な場合には，最適

保険契約は納を満たさなければならなし、。今
01; s=Oでーーを評価してみよう。 このとき，
os 

甲=0となるので納は

01;一一一=f1[xs-dM(xa十Xb)J=O M os t' L~P 

となる。 もし医療 M と予防財 Z が代替関係

にあるとすれば [xs-dM(xa+ね)く0]， 戸の

上昇は予防財 xの補整需要量を減少させる。

なぜ、ならば，(l-s)dが医療の価格の役割をし
01; 

ているからである。従って，s=Oのとき os 
く0となる。 これは最適な戸の値が負の値を

とることを意味しているo 同じことは Xが観

察不可能であり nが観察可能であってもいえ

る。なぜならば nが観察可能なので， 万=0
01; 

となり，s=Oで評価されたとしても百戸ーは

叫になるからである。このことから X が観察

不可能なときには nの観察可能性の有無に拘

らず， 予防財 Z の需要量を増加させるために

保険会社が保険加入者に一種の税を掛けるのが

望ましいということになる。しかし，sの非負
条件を考慮すると最適な戸は Oとなり，保険

は a，bのみからなる。

く病気になったかどうかは観察できるが，快復

したかどうかは観察できない場合>

この場合には α=bとなるから保険会社の期

待利潤は r=πO[sdM+aJとなる。また，帥と

怖は一つの式

01; 
百戸一=れ-ArrO十μXa-r;na=O 仰

になる。帥に dMを掛けて， 同に代入すると
01; 
=μ[xs-dMxaJ+万[dMna-nsJ=O 制
os 
を得る o

xが観察可能であるとしよう。このとき， μ=0

となり nが観察不可能であっても帥より甲=0

となる。従って Xが観察可能でありさえすれ

ば nが観察できるかどうかに拘らず，先と同

様に s=Oが最適共同保険率である。しかし，

容易に想像されるように， ここでは完全保険は

達成されない。帥と帥より

UO'=[:πlUl'+(l一πI)U勺=0 伺

を満たすように αが選択されねばならない。

この条件は各状態の所得の限界効用を均等にさ

せる条件ではなし、。これは，保険会社は保険加

入者が快復するかどうかについて観察できない

ため，快復する状態としない状態を差別的に取

り扱う手段(異なる αと b) を持ち合わせて

いないことによる。
01; 

Z が観察不可能で、ある場合，一ーを戸=0
os 

で評価すると，前と同様に医療と予防財が代替

関係にあるならば，

01;1 --i=μ[xs-dMxaJくO
os 1 s=日
となる。従って， sが非負であるとすると，

s=Oが最適となり，保険は αのみから成る。

く病気かどうか観察できない場合〉

この場合は，a=b=Oとなり定額給付は行わ

れないので，最適保険の一階の条件は帥， ω，
帥，帥から成る。

Z とnが観察可能であるとき， μ=叩=0と
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なるから，帥と帥から Aを消去して

dJ: 一一=(1ーが)π10M[π1U1'
ds 

+ (1一π1)U2'-UOつ=0 ~~ 

、 dJ:
を得る。今 s=Oでーーを評価してみると，

ds 
dJ: 
否両「の符号は〔π1U叫 (1ーが)U2'-UOつの符

号と等しいことが直ちに分かる。民間の保険が

ないとき，家計の予算式ω)， (3)より，yO>yl= 
f となる。簡単のために， 各状態の効用関数

dJ:1 
がすべて等しいとすると，帥より一一I >0 

ds I s=日
となる。従って，最適な共同保険率戸は正の

値を取る。 Fの上昇は予防財の需要を減少させ
ることになるが，一方，保険による危険の拡散

効果を高める。このトレイド・オフに対する最

適な解が正の Pとなっている。
Z が観察可能で nが観察可能でないときに

は， (12)より甲=A.πosoM'なので， s=Oで評
dJ: 

価した一ーは帥と同じになることが確かめら
ds 

れる。従って，この場合にも，x， nが共に観

察可能なときと同じ結果を得る。

xが観察可能でないときにも最適保険は同様

なトレイド・オフに直面する。 xとnの両方

が観察されないとき， ザ=A.π叩oM'， μ=-A.π: 
soMとなるので，s=Oのとき μ=り=0とな

る。 また Xが観察不可能で nが観察可能な

ときは，マ=0なので， s=Oのとき μ=マ=0

となる。従って，帥，叫が成立し帥を得る。病

気かどうか観察できない場合には X と n の

観察可能性にかかわらず，最適共同保険率 P
は正である。

この節では，公的医療保険の政策パラメター

(T， 8， 0) を所与として， 民間保険会社の観

察可能性を軸に，公平なプレミアムに直面した

代表的個人について，最適な民間医療保険を考

してきた。次に， この民間保険の観察可能性が

公的医療保険の最適な給付率にどのような結果

をもたらすかを公平性と効率性の両方の観点か

ら考察する。

4. 公的医療保険

社会に健康水準 α だけが異なり他の属性は

等しい m 個のグループがあるとする。第 iグ

ルーフ。の健康水準を αiとし，そして，人数を

Hiとすると社会全体でL]/':IHi=H人いるこ

とになる。公的医療保険当局は，社会全員各々

から保険料 Tを徴収し， 医療費と検診費を補

助するものとする。すると，公的医療保険の予

算制約式比

HT孟L][(1-8)Hinik

+ (l-o)nOiHillダ(ni)] 

となる。社会の厚生関数を

W=W(H1VJ， H2Vへ……，HmVm) 

帥

とする。ここで，各クやループ内で民間保険契約

が最適になされていることを考慮すると，最適

な予防財 Xiと検診頻度 n'の需要量は

X*i==X*i(r*i， s*i，α*i， b*i， 8， Ti， 0，α;) 

=X判 (Ti，8， 0，αi) ， i=l......n. 

η*i=n*i(r*i， s*i， a*i， bへ，8，Ti，O，αi) 
=n判 (Ti，8， 0， ai)， i=l......n. 

となる九すると，最適な公的医療保険問題は

次のように定式化される。

Max 

防T=W(H1V*I， H2Vペ……， HmV権問)
s. t HT主L][(1-8)Hinik+ (1-0)πMHiMiJ 

ここで V*iは(1)の期待効用関数の Viのがと

がに X*iとがs を代入した間接期待効用関数

である。この問題のラグラジェ式を

1)第 iグループの個人の期待効用の最大化の問題は，
Max xini(1-nOi)UO(yo-Ti-ρx'-On芯 k-ri)
+πOin1iUl[yl-Ti_px'-On色k-ri

一(1_si)dMi+aiJ
+(1ー πli)U2[Yl-Ti-ρxi-Onik-ri

一(1-si)dMi+bっ
と定式化される。ここで， πOi=π日CXi，ai)，πli= 
πl(ni， ゲ)， Mi=M(nつである。但し，全ての
グループの俗人に等しい公的保険料を課すとき，
Ti=T， i=l......nとする。この問題を解くと，
d とがの需要関数
Xi=xi(ri， si， ai， b， iO， Ti， d，ポ〉
が=ni(ri，si， ai， bi， 0， Ti， d， aり
を得る。
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1=W十σ{HT-LJ[(l-{}) Hinik 

+ (1 -d)rroiHiMi]} 

とする。包絡線定理

OV*i OJ:*i 
=一一 (t=T， {}， 15) 
ot ot 

に注意して，一階の条件を求めると，

o1 ~ (TT<'TT' / oP ， OXi ， oni¥ 
百「写{WiHi(百十μS7T一万吉)

~ ~M*i 

十σIHiー(1-{})右r

o (nOM) *勺l一
一(1-15)一一一一一一|一

oT JJ 
o1 ~ (""TT' / oP ， OXi ， oni¥ 
o{) 号tWiHi~ vOe十川ーイ'ao-)

t" ~A..， *i 

ーσ¥(1-{})ヲヤhーがるh

+ (1-15)位盟叶!=O 伺
o{} J( 

o1 ~ ( TTT<TT' I o Vも
吉正=号lW骨 ¥vod十A.inOi(1一戸)M

oxJ ， oni ¥ i ，. n' on*i 
十μzlJ寸 iad )叶 (1-0)3rh
o(πOM)*i f_o.，n"'iil 

十(1-15)一一一一一一(πOM)判 IJ=o伺od V'''~/ Ir 

oW 
となる。ここで Wi=古市すす， (πOM)料=

πO判β1*'である。

関係式

o竺 o竺皇二si) _ oni oni皇二si)
od -Osi 15 od -Osi 15 

と同より，伺の前半の( )の中の式

OVi ， 1LO r， Di¥ ~Æi ， ..i oxi ..i oni 
百五一十A.
inO(l-si)Mi十μ可子一方----aaー

は，1.(πOM)料と書き換えられる。

i ( oP ..i oxi '..i oni ¥ Ai==:Wi/一一一一一 μZ一一一+η一一一，¥oT 1-' oT ' '/ oT J 

[(1-{)) o;判 o(nOM)料)σ(1-{})一一十(1-15)一一一一一|oT '¥.1. V/ oT 

は第 iグループの個人の所得の社会的限界効用

である。

oP ，oxi 勾 oni
ー否y-μ"oT十万ν否T

は所得の限界効用 ν(帥参照)であり， 保険

料の減少による効用の直接的増加分である。 σ

は税収の限界的増加によって生じる社会的限界

効用を表しているので，帥の後半の項は保険料

の減少による税収の減少を通じての社会厚生へ

の間接的インパクトをあらわしている。 Ai を

用いて帥を書き換えると

oI 百=一平HiAi+σH=O 帥

となる。この式を解釈するために，帥を

σ= (LHiAりj(LJHi)==:A 

と書き換える。これは，公的保険料収入の社会

的限界効用が個人の社会的限界効用の平均 d

に等しくなるべきことを要求している。 A は

家計の所得ーを一括固定的に増加させたときの平

均的な効用の増分を示しているから，帥は医療

と検診の支払いをするための限界的所得の増分

を公的保険が使ってもあるいは家計が直接使っ

ても社会厚生上は同じであることを意味してい

る。

さらに， この Aiとスルツキ一方程式を使う

と伺と伺は

o1 
o{} 一手HiAi帥十号Hi(戸S;。一向。)

+σ[(l-{})Sl~O+ (1-15) S品J=O 00) 

o1 百=一写HiAi(州 4

+σ[(l-{})SJ:[o十(1-15) S;o] =0 (3n 

となる 2)。更に仰を使うと

L;HiA inik = H・Cov(A，nk) 

LJHiAi(:πOM)i=H・Cov(A，π0β1)

を得，最終的に伺と伺は

2)スノレツキ一方程式は各々
n 'Y~ n'Yt n咽 rl明s

S~O=訪+州訪， S~o=す+ケOM)す

。(πOM)叫 o(7COM)判
SMO=~SMJ=~[-V'âé-/ +n~k一一一~]，

oY 
月胡*i ri胡*i

S~O=手SJJ=pc一語一+州三台]，

。(πOM)*i， ， n.n，on料
品o=宇部=pE寸下吋OM)i-dy]，

月叫*i rl岬 *i
s;δ=手S~~= ~[す+ケoM)告]

である。
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o1 
-一一=-H・Cov(A，nk) 
o(} 

+ 2JHi(μiS;OーがS~8)

+σ[(l-(})S~o+(l-il)S~oJ=O (32) 

o1 ---aa=-H・Cov(A，πOM)

十σ[(l-(})S，;'fo+(l-il)S;oJ=O ø~ 

となる。以下の分析においてこの 2式が基本的

な式となる。

く予防財 Z と検診頻度 nが民間保険会社に観

察可能である場合>

このとき，i=l……nに対して μ'=ザ=0で

ある。もし保険料 Tiによって，各個人に対し

て最適な所得の再配分が行われるのであれば，

o1 
"V';'i = -Ai+σHi=O， i=l……n. 
o1 

で，Cov(A， nk) =Cov(A，πOM)=O となる

ので， (:札制は

(1-θ)S~o+ (l-il)Sゐ=0

(l-(})S~ð+ (I -il) Sゐ=0

と簡単化される。ここで，D=S~oS:δ -S~ðS:;;'O 

>0と仮定する。従って，最適な 0と 5は共

に1である。民間保険によってすでに効率性が

達成されているので，公的保険は必要とされな

し、。

しかし，最適な所得の再分配が行われないと

きには，。と aによって所得の再分配が行わ
れる。倒と伺より

(1-(}) S~ø+ (l-il) Sゐ=H・Cov(A，nk)σ一1

(l-(})S~ô+ (l-il)S';o=H・Cov(A，πOM)σ1
となる。先ず共分散の符号について考えてみよ

う。健康水準 α が高いグループの個人ほど所

得の社会的限界効用 A が低下するものとす

る。 このとき，検診頻度 nが健康水準 α の高

いグループの個人ほど低いならば，Cov(A， 

nk)>Oである。また，期待医療が健康水準 α

の高いクゃループの個人ほど低いならば， Cov 

(A， rrOM)>Oとなる。 これらの共分散の符号

条件が満たされるとき，検診に補助がなければ

((}=1)，医療給付率は

1-il=S:;!1・H・Cov(A，πOM)σー1

となる。 Sふ>0， つまり， 医療と検診は代替

財なので 1-il>0となる。従って， 医療は補

助されるべきである。検診にも補助が可能であ

るとき，

l-(}=D-I[Sゐ・H・Cov(A，nk) 

-S:;;'o・H・Cov(A，πOM)Jσ一1
1-il =D-I[-S~ö.H・Cov(A， nk) 

+Sゐ・H・Cov(A，πOM)Jσ一1

となる。 このときも S:;;，。く0，S~ð>O とする

と 1一θ>0，1-il>0となり， 公的保険の医

療と検診に対する補助はともに望ましい。

く予防財 Z と，または，検診頻度 nが民間保

険会社に観察可能でない場合〉

このときには，同と帥が考察の対象となる式

である。先ず，闘の

2JHi(μ王将eーがS~o)

の項についてみてみる。 これは xとnが観

察不可能である道徳的危険に対して，検診の自

己負担率が間接的に個人に与える効果を表して

いる。 Z と nが観察されないとき引=ArrOi si 

ilMi， μ= -Àrr~i siilMiが成立するからこれを

用いると ø~は

oioRil ーやHiAiv:~ I 
ケ o(}lii 

と書き直すことができる。ここでRi=πOisiilMi

である。 Riは第 iグループ1人当りの民間保
oRil 

険会社の期待費用を表している。従って，一-1
o(} I 

は，その個人の期待効用を一定に保つように予

防財 Z と検診頻度 nが補整されたとき，検診

の自己負担率が期待費用に及ぼす限界的効果を

表している。 SJnは検診の自己価格の代替効果

であるから負である。検診と予防は代替的であ
oRil 

る (S;，，>O) とすると，一一1_->0となるので
o(} lii 

~~の符号は負となる。

( i )医療費に対してのみ補助できる場合

最適な所得の再分配が行われているとする
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と，Cov(A， -;roM) =0となり伺は (l-d)S拘

=0となる。従って，d=lである。道徳的危

険があるにも拘らず，効率性の観点、からは医療

費に補助すべきではないということである。こ

れは， 民間保険の共同保険率戸が補助可能で

ない検診に対する効果も含めてすでに最適に選

択されているからである。しかし，最適な所得

の再分配が行われていないとき，制は

1-d=S';o-1・H・Cov(A，πOM)>O

となり補助は望ましい。 このとき aは効率性
をなるべく損なわないように所得の再分配をし

ている。

(ii)検診に対してのみ補助できる場合

医療費は民間保険に任せ，国民の検診活動だ

けに公的部門が関与する場合，果して検診に対

する補助は望ましいだろうか。(訪より

'" aRi¥ 1-hSF〔21Hzr--1+H・Cov(A，nk)J aO ¥D 

となる。効率性の観点から (Cov(A，nk) =0)， 

1-0>0となるので，補助は望ましい。これ

は，道徳的危険によって検診が過少に行われて

いるので，検診を補助することにより検診頻度

を増加させて効率性を高めることができるから

である。 0が所得の再配分も行うとき，分散は

Oではなく，更に補助を増やす方向に働く。

(iii)医療と検診の両方に補助できる場合

先ず，効率性についてだけみてみるために，

最適な所得の再配分が行われているとしよう。

このとき， (32)， ~~より

aRil 
1-0=D-1(手HiAiv;O I仰が一1>0

aRi I 
1-d=-D一1(21H4AL--L)SOLσ一1>0

r'~~" ao ItY -111 

を得る。検診の補助は医療補助がない場合と同

様に望ましし、。一方，医療費補助も望ましい。

そして，所得の再配分が行われないときには，

倒と~~を解くと

1-0=D-1{SおじH・Cov(A，nk) 

aRil + ~HiÀi v;~ I.-J 
Z BOizp 

-S::o・H・Cov(A，πOM)}σ一1>0
1-d=D一1{-SZd[H・Cov(A，nk) 

aRil + ~HiÀ ;V，，~; I~J 
T'~~" ao ID 
+S;;'oH・Cov(A， -;ro M)}σ一1>0

となり，補助は更に強化されるのが望ましし、。

5. 結び

Arnot and Stiglitz (1986) と Gravelle

(1986)は，道徳的危険があるとき，道徳的危

険を発生させる財に対してピグー的課税を行う

ことによって効率性が高められることを示し

た。木論文では，モデ、ルを拡張し，道徳的危険

と，効率性及び、公平性との関係で，公的保険と

しての最適な税(補助)はとやの様な性質を持っ

ているのかをみた。その際，保険におけるもう

一つの重要な問題である逆選択の問題を回避し

た。本論文では，各個人が公平なプレミアムに

よる最適な民間医療保険に加入していても，公

的保険の役割が失われない場合のあることをみ

たが，逆選択の問題も含めた形で最適な公的保

険の役割を考察する必要があるであろう。
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